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 11 医療法人の持分の放棄があった場合の贈与税の課税の特例  

 

 

 

○ 特例の概要 

   認定医療法人（医療法等の一部を改正する法律（平成29年法律第57号）附則第１条第２号に掲げる規

定の施行の日（平成29年10月１日）から平成32年９月30日までの間に厚生労働大臣の認定（81ページの

（注１）参照）を受けた医療法人に限ります。）の持分を有する人（贈与者）がその持分の全部又は一

部の放棄（認定移行計画に記載された移行期限までに新医療法人（81ページの（注２）参照）への移行

をする場合におけるその移行の基因となる放棄に限り、遺言による放棄を除きます。）をしたことによ

り、その認定医療法人が経済的利益（11ページの「ロ 贈与を受けたものとみなされる財産」の「６」

の利益をいいます。）を受けた場合であっても、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に、贈

与税の申告書に下表に掲げる書類を添付して提出したときは、その経済的利益について、贈与税は課税

されません。 
 

添 付 書 類 

1 医療法人の持分の放棄があった場合の贈与税の課税の特例に係る経済的利益の明細書 

2 認定医療法人の定款の写し（厚生労働大臣の認定を受けたことを証する書類） 

3 認定医療法人の認定移行計画の写し 

4 贈与者による認定医療法人の持分の放棄の直前におけるその認定医療法人の出資者名簿の写し 

5 
厚生労働大臣が定める「出資持分の放棄申出書」の写しなどで、贈与者による認定医療法人の持分の放棄

があったことを明らかにする書類 

   この特例の概要は上記のとおりですが、詳しくは税務署にお尋ねください。 
 

《厚生労働大臣の認定が取り消された場合の修正申告等について》 

 この特例の適用を受けて平成29年分の贈与税の申告をした認定医療法人（その認定医療法人が合併により消

滅した場合には、その合併によりその認定医療法人の権利義務の全てを承継した医療法人）が、贈与税の申告

書の提出期限（６ページ参照）からその認定医療法人が新医療法人への移行をした日から起算して６年を経過

する日までの間に、平成18年医療法等改正法附則第10条の４第２項又は第３項の規定により厚生労働大臣の認

定が取り消された場合には、その認定医療法人を個人とみなして、その経済的利益について贈与税が課税され

ます。 

 この場合において、その認定医療法人は、その厚生労働大臣の認定が取り消された日の翌日から２か月以内

に、平成29年分の贈与税についての修正申告書を提出し、かつ、その期限内にその修正申告書の提出により納

付すべき税額を納付しなければなりません。 

 なお、この場合における認定医療法人の納付すべき贈与税額は、その放棄により受けた経済的利益について、

その放棄をした人の異なるごとに、その放棄をした人の各一人のみから経済的利益を受けたものとみなして算

出した場合の贈与税額の合計額となります。 

 

 12 相続時精算課税の適用を受ける山林についての相続税の課税価格の軽減措置 

（1）特例の概要 

被相続人である特定贈与者（６ページの３（注2）参照）の死亡に係る相続税において、相続時精算課税に

係る贈与を受けた特定受贈森林経営計画対象山林について、相続税の課税価格の軽減措置（租税特別措置

法第69条の５の特定計画山林についての相続税の課税価格の計算の特例：相続税の課税価格を一定の特

定受贈森林経営計画対象山林について５％減額する特例です。）を受けるためには、贈与税の申告書の提

出期間内（６ページ参照）に、贈与税の申告書に次ページの（3）の「添付書類」を添付して、受贈者の

住所地の所轄税務署長に届け出なければなりません。 

また、この届出をすることができる人は、その贈与を受けた時からその特定受贈森林経営計画対象山林

について市町村長等の認定を受けた森林経営計画に基づき施業を行っている人に限られます。 

この制度の概要は上記のとおりですが、詳しくは税務署にお尋ねください。 
 
（2）特定受贈森林経営計画対象山林の要件 

贈与の直前に特定贈与者が有していた立木又は土地等のうち、贈与の前に森林法第11条第５項（森

林法第12条第３項において読み替えて準用する場合並びに木材の安定供給の確保に関する特別措置法第８

条の規定により読み替えて適用される場合及び森林法第９条第２項又は第３項において読み替えて適用

される森林法第12条第３項において読み替えて準用する場合を含みます。）の規定による市町村長等の認

定を受けた森林法第11条第１項に規定する森林経営計画（注）が定められている区域内に存するもの（森

(注) この特例は、医療法等の一部を改正する法律（平成29年法律第57号）附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日

（平成29年10月１日）以後に認定医療法人が受ける経済的利益に係る贈与税について適用されます。 
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林の保健機能の増進に関する特別措置法第２条第２項第２号に規定する森林保健施設の整備に係る地区

内に存するものを除き、森林法施行規則第36条第１号に規定する計画的伐採対象森林に限ります。）であ

ること。 
（注） 森林経営計画には、森林法第11条第５項第２号ロに規定する公益的機能別森林施業を実施するための同条第１

項に規定する森林経営計画のうち森林法施行規則第39条第２項第２号に規定する特定広葉樹育成施業森林に係

るもの（その特定広葉樹育成施業森林を対象とする部分に限ります。）及び森林法第16条又は木材の安定供給

の確保に関する特別措置法第９条第４項の規定による認定の取消しがあったものは含まれません。 
 

（3）届出等の手続 

この届出をするためには、贈与税の申告書の提出期間内（６ページ参照）に贈与税の申告書に次に掲

げる書類を添付して提出しなければなりません。 

なお、次の表に掲げる書類のほかに、「相続時精算課税選択届出書」（89ページ参照）と35ページの「添

付書類」に掲げる書類も必要となります。 
（注） 「相続時精算課税選択届出書」及び35ページの「添付書類」は、その届出に係る贈与者から贈与を受けた財

産について、平成28年分以前の贈与税の申告において相続時精算課税の適用を受けている場合には、再度提出
する必要はありません。 

  添 付 書 類 

1 平成＿年分 特定受贈森林経営計画対象山林に係る届出書 

2 
特定受贈森林経営計画対象山林について贈与の前に市町村長等の認定を受けていた森林経営計画に係る

森林経営計画書の写し 

3 ２の森林経営計画に係る認定書の写し及びその他参考となるべき事項を記載した書類 
（注） 受贈者がこの届出書を提出する前に死亡している場合の書類の提出先及び添付書類については、税務署に

お尋ねください。 
 

 13 災害により被害を受けた場合 

(1) 課税価格の計算の特例（建物・家庭用財産・自動車等の特例）  

贈与税の申告期限前に、贈与を受けた財産が災害により被害を受けた場合で、次の表のいずれかに該

当するときは、贈与税額の計算におけるその財産の価額は、被害を受けた部分の価額を控除した価額と

することができます。 

1 
贈与税の課税価格の計算の基礎となった財産の価額のうちに被害を受けた部分の価額の占める割合が10
分の１以上であること。 

2 
贈与税の課税価格の計算の基礎となった動産（金銭及び有価証券を除きます。）、不動産（土地及び土地の
上に存する権利を除きます。）及び立木（以下「動産等」といいます。）の価額のうちにその動産等につい
て被害を受けた部分の価額の占める割合が10分の１以上であること。 

 

(2) 課税価格の計算の特例（特定土地等・特定株式等の特例） 

特定非常災害発生日（注）の属する年（その特定非常災害発生日が１月１日から贈与税の申告書の提

出期限までの間にある場合には、その前年。(3)において同じです。）の１月１日からその特定非常災害

発生日の前日までの間に贈与を受けた財産でその特定非常災害発生日において所有していたもののう

ちに、次の表に掲げる特定土地等又は特定株式等がある場合には、贈与税額の計算におけるそれらの価

額は、その特定非常災害発生日に係る特定非常災害の発生直後の価額とすることができます。 
(注)1 ｢特定非常災害｣とは、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律第２

条第１項の規定により特定非常災害として指定された非常災害をいい、｢特定非常災害発生日｣とは、同項の
特定非常災害発生日をいいます（(3)において同じです。）。 
2 「特定非常災害」以外の災害の場合は、この特例の適用がありませんので、ご留意ください。 

特定土地等 
特定非常災害により被災者生活再建支援法第３条第１項の規定の適用を受ける地域（同項の
規定の適用がない場合には、特定非常災害により相当な損害を受けた地域として財務大臣が
指定する地域。以下｢特定地域｣といいます。）内にある土地又は土地の上に存する権利 

特定株式等 
特定地域内にあった動産（金銭及び有価証券を除きます。）、不動産、不動産の上に存する
権利及び立木の価額の合計額が保有資産の合計額の10分の３以上である法人の株式等（金融
商品取引所に上場されている株式など一定のものを除きます。） 

 

(3) 贈与税の申告書の提出期限の特例 

特定非常災害発生日の属する年の１月１日から12月31日までの間に贈与を受け、上記(2)の適用を受

けることができる人の贈与税の申告書の提出期限が特定日（特定非常災害に係る国税通則法第11条の規

定により延長された申告に関する期限と特定非常災害発生日の翌日から10か月を経過する日とのいず

れか遅い日をいいます。）の前日以前である場合には、その贈与税の申告書の提出期限は、その特定日

となります。 
(注) 「特定非常災害」以外の災害の場合は、この特例の適用がありませんので、ご留意ください。 

○ 「住宅取得等資金の非課税」、「住宅取得等資金の贈与を受けた場合の相続時精算課税選択の特例」、「震災に係
る住宅取得等資金の非課税」又は「非上場株式等についての納税猶予及び免除の特例」の適用に係る災害に関す
る税制上の措置については、それぞれの特例の概要を参照してください。 

 贈与税（暦年課税）の税額の計算明細 

 

 

 

 （注）この計算明細は、贈与税（暦年課税）の税額を算出するために使用するものですので、税務署に提出する

必要はありません（申告書と併せて提出する必要はありません。）。

特例贈与財産の価額の合計額

（申告書第一表の①の金額）
□ 円

基礎控除額 □ 円

□の控除後の課税価格【□ □】 □ 円

□に対する税額

※ 下記の【速算表（特例贈与財産用）】

を使用して計算します。

（申告書第一表の⑦欄に転記します。）

□ 円

一般贈与財産の価額の合計額

（申告書第一表の②の金額）
□ 円

配偶者控除額

（申告書第一表の③の金額）
□

円

基礎控除額 □ 円

□及び□の控除後の課税価格

【□ □ □】
□ 円

□に対する税額

※ 下記の【速算表（一般贈与財産用）】

を使用して計算します。

（申告書第一表の⑦欄に転記します。）

□ 円

基 礎 控 除 後

の 課 税 価 格

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

超

一 般 税 率 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

控除額（一般税率） － 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

基 礎 控 除 後

の 課 税 価 格

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

以下

千円

超

特 例 税 率 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

控除額（特例税率） － 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

＜ご注意ください！＞ 「特例税率」の適用を受ける場合で、次の①又は②のいずれかに該当するときは、贈与税の申告書とともに、
贈与により財産を取得した人の戸籍の謄本又は抄本その他の書類でその人の氏名、生年月日及びその人が贈与者の直系卑属に該当す

ることを証する書類を提出する必要があります。ただし、過去の年分において同じ贈与者からの贈与について「特例税率」の適用を
受けるために当該書類を提出している場合には、申告書第一表の「過去の贈与税の申告状況」欄に、その提出した年分及び税務署名
を記入し、当該書類を重ねて提出する必要はありません。

①「特例贈与財産」のみの贈与を受けた場合で、その財産の価額から基礎控除額（ 千円）を差し引いた後の課税価格が 千円
を超えるとき

②「一般贈与財産」と「特例贈与財産」の両方の贈与を受けた場合で、その両方の財産の価額の合計額から基礎控除額（ 千円）を

差し引いた後の課税価格※が 千円を超えるとき
※「一般贈与財産」について配偶者控除の特例の適用を受ける場合には、基礎控除額 千円 と配偶者控除額を差し引いた後の課税価

格となります。 
 

【速算表（特例贈与財産用）】

贈与税（暦年課税）の税額の計算明細

特例贈与財産の価額の合計額（□）から基礎控除額（□）

を控除した課税価格（□）に【速算表（特例贈与財産用）】

を使用して税額（□）を計算します。

一般贈与財産の価額の合計額（□）から配偶者控除額（□）

及び基礎控除額（□）を控除した課税価格（□）に【速

算表（一般贈与財産用）】を使用して税額（□）を計算し

ます。

【速算表（一般贈与財産用）】

（例）特例贈与財産 円を取得した場合

□ 円－□ 円＝□ 円

□ 円× ％（特例税率）－ 円（控

除額）＝□ 円 

● 特例贈与財産のみを贈与により取得した場合（申告書第一表の②欄に金額の記載がない場合）

贈与により財産を取得した人（贈与を受けた年の１月１日において 歳以上の人に限ります。）が、直系
尊属（父母や祖父母など）から贈与により取得した財産（「特例贈与財産」といいます。）に係る贈与税の額
は、「特例税率」を適用して計算します。 

（例）一般贈与財産 円を取得した場合

（配偶者控除 円を適用する場合）

□ 円－□ 円－□

円＝□ 円

□ 円× ％（一般税率）－ 円（控

除額）＝□ 円 

● 一般贈与財産のみを贈与により取得した場合（申告書第一表の①欄に金額の記載がない場合）

「特例税率」の適用がない贈与により取得した財産（「一般贈与財産」といいます。）に係る贈与税の額は、
「一般税率」を適用して計算します。 
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）

「確定申告書等作成コーナー」の贈与税の申告書作成コーナーでは、画面の案内に従って金額等を入力
すれば、贈与税額などが自動で計算されますので、ご利用ください。

 


